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1．はじめに

　本校は，焼き物の町佐賀県有田町にあり，明
治14年，日本で初の陶磁器産業の技術者養成
機関「勉

べん

脩
しゅう

学舎」が設立されたのを源とする。
その建学の精神は明治33年創立の佐賀県工業
学校有田分校に受け継がれ，115年目の現在へ
とリレーされている。この間約16,000名余りの
人材を地元の産業界はもとより，国内外に輩出
している。
　校訓には，「勉脩～愛し　創り　光れ」を掲
げ，生涯学び続けること（勉脩）を基本に，自
らを大切にし，新しいことに積極的に挑戦し，
社会に貢献できる人間になることを目指してい
る。
　指導方針は，昨年の夏の甲子園大会出場を契
機として，人間教育を中核として「地域を愛し，
地域から愛される生徒」を目指すとともに，「学
力向上と部活動での活躍の両立」を推進してい

る。特に，キャリア教育を重視し，地域社会や
産業界の発展に貢献できる人材の育成を目指し
ている。2年後の有田焼創業400年を控え，地
域から学校に対する期待も大きい。

2．実証研究の背景

　グローバル化や情報化が急速に進展する社会
経済環境にあって，国際社会で「生き抜く力」
を育むこと，学力向上や不登校・いじめ対策，
特別支援教育の充実，それに，情報活用能力の
向上など，対応すべき課題が多くある。こうし
た諸課題を踏まえ，教育の一層の振興を図るた
め，先進的な取組をしている国の事例や文部科
学省の実証研究などから，ICT利活用教育は学
力向上をはじめとした課題解決の有効な手段で
あると捉え，佐賀県では，平成23年度から「先
進的ICT利活用教育推進事業」に全県規模で取
り組んでいる。
　本事業の着実な実施により，児童生徒一人ひ
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　日本列島は5つの海溝がある「深海大国」で
ある。海溝型地震が発生しやすいという災禍が
ある一方，多様な海洋生物にあふれ，限りない
鉱物資源が眠るなど様々な恩恵もある。
　本書は，長く未知の世界であった深海につい
て，資源，環境，海洋生物など様々な角度から
その不思議を伝えたものである。
　第1章の「深海底への旅」では，日本列島周
辺の海域を旅しながら，海溝の分布や成り立ち
について述べている。
　日本列島は4つのプレートが衝突する特異な
地形であり，海洋プレートと大陸プレートとの
境界には，海溝やトラフが細長く分布してい
る。この様子について日本列島を太平洋沿いに
北から千島海溝，日本海溝，そして日本最深部
の8058mの深海へと進み，さらに伊豆・小笠原
海溝，巨大地震が危惧される南海トラフ，南西
諸島海溝へと旅し，日本は深海に囲まれている
ことを伝えている。
　第2章の「深海に眠る資源」では，管轄海域
の面積が世界第6位である日本には，有望な海
底資源が相当量眠っていると言われる中で，掘
削に関心が高まっている資源として，メタンハ
イドレート，熱水鉱床，コバルトリッチクラス
ト及びレアアース泥を取り上げて，開発の可能
性について述べている。
　水深1000m程度のところに多く分布するシャ
ーベット状のメタンハイドレートの回収の技術，
深海で海底から湧き出した熱水が海水で冷えて
できた鉱物資源の経済的価値，南鳥島沖の海山
に覆われているコバルトを多く含有している資
源の有用性，南鳥島沖で確認されたレアアース

を大量に含む泥の鉱床の調査状況などに言及し
ているが，いずれも技術的にも生産コストの面
でも克服すべき課題があることを伝えている。
　第3章の「深海の生物たち」では，日本周辺
の海域には，表層から深層に至るまで多種多様
な海洋生物が生息しているとし，日本の海の高
い生物多様性について述べている。
　筆者が有人潜水調査船「しんかい6500」に
乗船し相模湾沖1200mの海底を探訪したことに
も触れながら，深海に群れるサクラエビ，タカ
アシガニなどを紹介するとともに，体長最大
20mの世界一大きいイカとして知られるダイオ
ウイカの生態や，深海に多数生息する発光生物
の神秘などにも触れている。
　第4章の「深海と地球環境」では，海は莫大
な熱を貯め，熱を運び，大気との間で熱交換を
行うなど，地球全体の気候システムにおいて重
要な役割を果たしていることを述べている。
　また，1000年単位でゆったりと地球を一周
する深層流の観測により，深海底の温度上昇が
確認されていることに言及し，地球温暖化など
の気候変動を予測している。さらに，表層の植
物プランクトンが光合成により二酸化炭素を吸
収する生物ポンプと，生物を介在せずに海水の
性質によって二酸化炭素を吸収する溶解ポンプ
により，海は二酸化炭素を取り除く重要な役割
をしていることを伝えている。
　第5章の「深海から見た東日本大震災」では，
地震災害に際して深海の科学が果たす役割をテ
ーマとしている。
　東日本大震災の5か月後に「しんかい6500」
が震源海域を潜航し，水深5350mで大きな亀裂
を発見し，断層があることを確認している。ま
た，地震と津波により海の生態系が変化し，大
量の瓦礫が海に大きなダメージを与えているこ
とから，海洋生態系の調査研究が始まっている
ことなどを伝えている。
（ブルーバックス，190頁，800円＋税）　（巽公一）

日本の深海
―資源と生物のフロンティア―

瀧澤美奈子　著
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とりの適性や能力に応じたきめ細かでわかりや
すい授業を実現し，児童生徒の学力向上と教育
の一層の充実につなげるとともに，今日の高度
情報化社会で不可欠とされる情報活用能力を高
めることを目的としている。
　このため，教育現場におけるICT機器等の整
備と教育情報システムの構築及び人材育成に一
体的に取り組むことにより，ICT利活用教育を
推進し，本県児童生徒の学力向上につなげてい
く考えである。
　機器整備についても，平成25年度時点で全
ての県立学校（県立中学校，特別支援学校を含
む）を対象に，全ての普通教室に電子黒板と校
内無線LANの整備が完了している。さらに，平
成26年度からは，県立高等学校の一年生全員
に一人一台の学習用PC（Windows8）を持たせ
て実践に取り組んでいる。

3．実証研究の概要

　本事業の実証研究は，平成23年度に県立中
学校でスタートしたが，平成24年度には，新
たに県立高校5校（普通科2校，農業科・家庭
科併置校1校，工業科1校，商業科1校）が指
定され，高等学校におけるICT利活用教育の本

格実施に向けた課題の抽出と対応策の検証に取
り組んできた。本校は，工業科唯一の実証研究
校として検証を行うこととなった。
　実証研究の目的は以下の通りである。
・普通教科の指導における学習用PCの効果的
な利活用について
・工業科特有の教科等の指導における学習用

PCの効果的な利活用について
・教材の確保と作成について
・学習用PCの操作性について
・学習用PCの管理について
・実践上の課題とその解決策について

4．実証研究の内容

⑴　第一段階～電子黒板の導入
　平成25年度には，特別教室2室に加えて，普
通教室全15室に電子黒板が設置された。
　液晶一体型で明るく，プロジェクターやスク
リーンの準備も不用なことから，一気に授業で
の利用が進んだ。新型では高さ調整ができずに
後ろの生徒から見えにくいといった声があった
ため，工業高校のものづくりのノウハウを活か
して，学校独自で高さ調整を行い見やすくした。
　元の図表等に書き込みができる，拡大縮小や
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強調ができるなど黒板に比べて利点は多い。教
材も豊富に自作して準備できる。
⑵　第二段階～iPadの導入
　生徒用iPad200台を授業で利活用した。本校
はデザイン科，セラミック科という工芸系の学
科をもち，従来からMacPCによるデジタルデザ
イン教育に取り組んでいたことから，スムース
に導入できた。
⑶　第三段階～Windws8の導入
　佐賀県が高校1年生に推奨する学習用PCの
OSとしてWindows8を採用するという決定があ
り，本校でも新たにWindows8搭載のPCが200
台導入された。生徒も教職員も，ともにWin 

dowsには親しんでいたが，新しいOSになれる
のに多少時間がかかった。これまでの教材が利
用できること，操作性が統一されていることな
ど今後活用していく上での利点は大きい。

5．実証研究の成果

・生徒の興味が増し，集中力が向上するなど，
確かな教育効果があった
・一人ひとりの個性や能力に応じた，分かりや
すい授業の実施
・いつでもどこでも受けられる教育の実現
・児童生徒の情報活用能力の向上
などの効果が期待できる。
　もちろん，これまでの教育を全否定して，
ICT利活用教育に移行するものではない。これ
までの教育のいいところは積極的に残し，進化
させ，ICT利活用教育のいいところは積極的に
取り入れるということであり，ICT利活用教育
そのものが目的ではなく，教育の充実発展の手
段と考えている。

6．校内LANの充実と教育支援システム
（SEINet）の導入

　実証研究を開始するに当たって一番懸念して
いたのが，校内LANである。すでに多数のPC

がサーバーに接続されている中で，1学年200
台以上の端末を接続した場合，インターネット
の接続や教材のダウンロードに支障が出るので
はないか不安があった。
　事前にサーバーの設置や回線の改修を行った
結果，200台の学習用PCに教材を一斉転送する
テストでは，特に大きな容量のファイルでなけ
れば，大きな支障はなかった。
　また，本県が新たに構築した教育支援システ
ム（SEINet）を利用して時間割の管理や成績
処理ができるとともに，学習用サーバーに電子
教材を共有することが可能となり，授業での利
用がさらに便利になっている。

7．教職員の研修

　各学校には，電子教材の作成や授業実施を支
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援するICTサポーターが1名配置されているが，
実際に授業を行う教員が学習用PCや電子黒板
をどのようにうまく活用するかが大きなポイン
トになる。そこで，校内ICT推進リーダーの研
修に加え，教員研修にも力を入れてきた。
　学習用PC導入後，全職員の操作研修会が行
われ，一通りの活用ができるようになっている。
ただし，実際にインストールされる電子教科書
や電子辞書等の教材を使用した研修は，新学期
になってから行っている。

8．教材開発の現状

　電子教科書，電子教材の開発は，普通教科で
の開発は順調に進んでいるものの，現時点で工
業科のような専門教科では開発されている教材
は限定されている。また，開発されていても会
社ごとに規格がまちまちであり，インストール
作業にも時間を要した。特に動画等を多用した
教材については，容量の関係で単元ごとに分割
してインストールする必要があるほか，Micro 

SDカードやUSBメモリー等を介してインスト
ールするなど，個別に対応を求められたことか
ら，今後，教材規格をある程度統一してもらう
とありがたい。
　一方，全てを教科書会社に期待する訳にもい
かないため，本県では県教育委員会教育情報課
の指導のもと，各専門部会にプロジェクトチー
ムを設置して，ICT活用を前提とした年間指導

計画や単元指導計画を作成するとともに，教材
開発も順次取り組んでいくこととしている。
　今回は，最初から全ての単元を電子教材に置
き換えるのではなく，日頃の授業の中で指導し
にくい分野や，板書や教科書だけでは生徒の理
解が不十分な分野を抽出して，目的をもって重
点的に準備していく方針で臨んでいる。

9．今後の課題

　ICT利活用教育は，これからの教育に欠かせ
ないものとなっていくだろう。しかし，あくま
で手段であって，それ自体が目的化しないよう
に留意しなければならない。
　特に工業高校にはものづくり技術者養成とい
う大きな使命がある。ICT利活用教育は，実習
における安全教育や熟練技術者の技術を伝える
方法として魅力的である。また，基礎学力向上
についても，普通教科などの少ない単位数の授
業の理解を補う効果的なツールとして期待は大
きい。
　一方で，教職員がICT利活用教育の準備や操
作指導に時間をとられ，これまで積み重ねてき
た専門教育そのものをどのように保証していく
かが大きな課題となっている。教師が学習用PC

を「利用させる」のではなく，生徒自身が課題
解決のために「利用する」という自発性を養っ
ていくことが重要なポイントとなる。実際，危
惧していた機器操作については，生徒同士の学
び合い，教え合いが良い方向に働いている。
　技術革新や新しい機器への対応は，いつの時
代にも求められることであり，これまで何度も
通ってきた道かもしれないが，しっかりと状況
を見極めながら，優先順位を付けながら取り組
み，次の時代に必要な工業教育を常にリードで
きる学校でありたいと考えている。

（文責　校長　牟田久俊）
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